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所有者不明土地等対策事業費補助金交付要綱 

 

制  定 令和４年３月 28 日 国不土第 102 号 

改  正 令和６年３月 28 日 国不土第 148 号 

 

第１ 通則 

所有者不明土地等対策事業に係る国の補助金（以下「補助金」という。）の交付に関して

は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30年法律第 179 号）及び所有

者不明土地等対策事業費補助金制度要綱（令和４年３月 28 日付け国不土第 102 号。以下

「制度要綱」という。）並びに第 16 に規定する関係法令及び関係通知に定めるところによ

るほか、この要綱に定めるところによる。 

 

第２ 定義 

この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

一 所有者不明土地 

所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成 30 年法律第 49 条。以下

「所有者不明土地法」という。）第２条第１項に規定する所有者不明土地をいう。 

二 管理不全所有者不明土地 

所有者不明土地法第 38条第１項に規定する管理不全所有者不明土地をいう。 

三 管理不全隣接土地 

所有者不明土地法第 38条第２項に規定する管理不全隣接土地をいう。 

四 地域福利増進事業 

所有者不明土地法第２条第３項に規定する地域福利増進事業をいう。 

五 所有者不明土地対策計画 

所有者不明土地法第 45 条第１項の規定に基づき市町村が作成する所有者不明土地対

策計画（以下「対策計画」という。）をいう。 

六 所有者不明土地利用円滑化等推進法人 

所有者不明土地法第 47 条第１項の規定に基づき市町村長が指定する所有者不明土地

利用円滑化等推進法人（以下「推進法人」という。）をいう。 

七 所有者不明土地等 

所有者不明土地及び所有者不明土地の発生の抑制のために、対策計画で対策を講ずべ

きとされた低未利用土地（土地基本法（平成元年法律第 84 号）第 13 条第 4 項に規定す

る低未利用土地をいう。）をいう。 

八 所有者不明土地等対策事業 

制度要綱第２第四号に定める所有者不明土地等対策事業をいう。 
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九 施行者 

所有者不明土地等対策事業を実施する市町村（特別区を含む。以下同じ。）及び市町村

が施行することが困難な場合その他特別の事情がある場合においては都道府県（以下「市

町村等」という。）並びに市町村等からその経費の一部に対して補助金の交付を受けて所

有者不明土地等対策事業を実施する民間事業者等をいう。 

十 補助事業者 

所有者不明土地等対策事業の実施に伴い必要となる費用について、施行者に対して補

助を行う市町村等及び国から補助を受ける市町村等をいう。 

 

第３ 補助金交付対象事業 

補助金の交付対象事業は、次の各号に掲げる事業とする。 

一 次の表の（ロ）欄に掲げる施行者が行う（イ）欄に掲げる事業 

二 次の表の（ハ）欄に掲げる施行者が行う（イ）欄に掲げる事業に対する市町村等の補

助事業 

（イ） （ロ） （ハ） 

所有者不明土地等対策基本事業 

 所有者不明土地等の実態把握 市町村等 ― 

 対策計画の作成 市町村 ― 

 対策を講ずべき土地の所有者探索 市町村等 民間事業者等 

 計画基礎調査 市町村等 民間事業者等 

 土地の管理不全状態の解消 市町村等 民間事業者等 

 行政代執行等の円滑化のための法務手続等 市町村等 ― 

 所有者不明土地の取得促進 市町村等 民間事業者等 

所有者不明土地等対策関連事業 市町村等 民間事業者等 

所有者不明土地等対策モデル事業 市町村等、 

民間事業者等 

― 

 

第４ 補助金の額 

補助金の額は、次の各号に定めるとおりとする。 

一 所有者不明土地等対策基本事業 

市町村等が施行する事業については、次のイからトまでに掲げる費用の合計額の１／

２以内とし、民間事業者等が施行する事業については、市町村等の補助に要する費用の

１／２以内、かつ、当該補助事業費の１／３以内とする。ただし、施行者の運営に必要

な人件費、賃借料その他の経常的な経費に充当される費用を除く。 

イ 所有者不明土地等の実態把握 

対策計画の作成等に必要な、所有者不明土地等の現況を把握するための調査経費、

委託費等（ただし、補助限度額は 4,000 千円／団体とする。） 
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ロ 対策計画の作成 

対策計画の作成に必要な資料収集・整理や分析・検討等に要する費用、委託費等を

合計した額 

ハ 土地の所有者探索 

対策計画に基づき対策を講ずべきとされた土地の所有者探索のための交通費、証明

書発行閲覧費、通信費、委託費等を合計した額 

ニ 計画基礎調査 

ａ 事業コーディネート 

対策計画に基づき対策を講ずべきとされた土地に係る利活用又は処分の方針の検

討、整備手法及び整備手順の検討、資金計画その他事業計画及び権利調整の概略の

検討、地域住民の意向把握、関係機関等との調整に要する費用、委託費等を合計し

た額 

ｂ 土地使用権等取得 

地域福利増進事業の準備のための事業計画作成、裁定申請手続、補償金見積書作

成等に要する費用、委託費等を合計した額 

ホ 土地の管理不全状態の解消 

対策計画に基づき、次のａからｅまでに掲げる管理不全状態（周辺の土地において

災害を発生させるおそれのある状態若しくは周辺の地域において環境を著しく悪化さ

せるおそれのある状態又は当該土地の利活用を著しく阻害する状態をいう。）の土地に

ついて実施される管理不全状態の解消（通常適当と認められる方法により実施される

門、塀等の工作物又は樹木の除去等をいう。）に要する費用 

ａ 地域福利増進事業の予定区域における、当該事業の実施準備として必要な管理不

全状態の解消 

ｂ 市町村等若しくは推進法人が活用する所有者不明土地又は市町村等若しくは推進

法人のコーディネートにより活用されることとなった所有者不明土地において、当

該活用の準備として必要な管理不全状態の解消。ただし、市町村等又は推進法人が

施行するものに限り、ａに係る部分を除く。 

ｃ 所有者探索を行った結果、所有者が確知された低未利用土地で、市町村等若しく

は推進法人が活用することとなったもの又は市町村若しくは推進法人のコーディネ

ートにより活用されることとなったものであって、地域住民その他の者の共同の福

祉又は利便の増進に資する用途に 10 年以上活用されるものの、当該活用の準備とし

て必要な管理不全状態の解消 

ｄ 管理不全所有者不明土地及び管理不全隣接土地における管理不全状態の解消であ

って、次の⑴及び⑵に掲げる要件を満たすもの 

⑴ 自主的対応が可能な者に対する所有者不明土地法第 39 条の規定に基づく命令

及び同法第 42 条各項に規定する民法（明治 29年法律第 89 号）の規定に基づく命

令の請求に係る部分に該当しないこと。 

⑵ 当該土地が、過去に同一の所有者による所有のもとでこの補助金を利用して管



 

4 

 

理不全状態の解消を行った土地でないこと。ただし、当該土地の所有者から譲渡

（相続・遺贈を除く。）を受けた当該所有者の配偶者等当該所有者と特別な関係で

ある者※については同一の所有者とみなす。 

ｅ 土地の適正管理に関する条例の規定に基づき実施する土地（所有者が個人である

ものに限る。）の管理不全状態の解消であって、次の⑴及び⑵に掲げる要件を満たす

もの 

⑴ 自主的対応が可能な者に対する当該条例に規定する命令に係る部分に該当しな

いこと。 

⑵ 当該土地が、過去に同一の所有者による所有のもとでこの補助金を利用して管

理不全状態の解消を行った土地でないこと。ただし、当該土地の所有者から譲渡

（相続・遺贈を除く。）を受けた当該所有者の配偶者等当該所有者と特別な関係で

ある者※については同一の所有者とみなす。 

※ ① 当該所有者の配偶者及び直系血族 

② 当該所有者の親族（①に掲げる者を除く。）で当該個人と生計を一にしている者 

③ 当該所有者と事実上婚姻関係にある者及びその者の親族で生計を一にしている者 

④ ①から③までに掲げる者及び当該所有者の使用人以外の者で当該所有者から受ける金銭その

他の財産によって生計を維持している者及びその者の親族でその者と生計を一にしている者 

⑤ 当該所有者、当該所有者の①・②に掲げる親族、当該所有者の使用人若しくはその使用人の親

族でその使用人と生計を一にしている者又は当該所有者に係る③・④に掲げる者を判定の基礎

となる所得税法第２条第１項第八号の二に規定する株主等とした場合に法人税法施行令第４条

第２項に規定する特殊の関係その他これに準ずる関係のあることとなる会社その他の法人 
 

ヘ 行政代執行等の行政措置の円滑化のための法務手続等 

所有者不明土地法第 40 条又は条例の規定に基づく行政代執行及び同法第 42 条各項

に規定する民法（明治 29 年法律第 89 号）の規定に基づく命令の請求等を円滑に実施

するための法務手続等に要する費用 

ト 所有者不明土地の取得促進 

市町村等から委託を受けた推進法人のコーディネートにより所有者不明土地を処分

する場合における所有者不明土地の処分に係る法務手続、測量及び調査、権利調整に

要する費用、登記費用、委託費等を合計した額 

二 所有者不明土地等対策関連事業 

市町村等が施行する事業については、次に掲げる費用の合計額の１／２以内とし、民

間事業者等が施行する事業については、市町村等の補助に要する費用の１／２以内、か

つ、当該補助事業費の１／３以内とする。ただし、施行者の運営に必要な人件費、賃借

料その他の経常的な経費に充当される費用を除く。 

前号の所有者不明土地等対策基本事業の目的を実現するため、これらの事業とあわせ

て実施することが必要な事業の経費 

三 所有者不明土地等対策モデル事業 

次のイ及びロに掲げる費用の合計額以内とする。 

イ 次のａ又はｂに掲げる取組のうち先導的なもの 

ａ 所有者不明土地利用円滑化等推進法人の指定の円滑化等を図る取組 

ｂ 市町村の既存計画に基づく空き地の利活用等を図る取組 
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ロ イに掲げる事業に要する費用を交付するための事務（附帯事務を含む。） 

 

第５ 補助金の交付の申請 

一 第４第一号及び第二号に掲げる事業については、補助事業者は、補助金交付申請書を、

対策計画を作成した市町村等の区域ごとに作成し、国土交通大臣に提出しなければなら

ない。 

二 第４第三号に掲げる事業については、補助事業者は、補助金交付申請書を、国土交通

大臣に提出しなければならない。 

 

第６ 経費の配分 

一 経費の配分は、実態把握調査費、対策計画作成費、対策基本事業費、対策関連事業費、

モデル事業費とする。 

二 国土交通大臣の承認を要しない経費の配分の軽微な変更は、対策基本事業費及び対策

関連事業費の相互間における流用で、流用先の各費目経費の３割（当該流用先の経費の

３割に相当する金額が 3,000 千円以下であるときは 3,000 千円）以内の変更とする。 

 

第７ 事業内容の変更 

一 国土交通大臣の承認を要しない事業内容の軽微な変更は、次のイ及びロに定めるもの

以外の変更で補助金の額に変更を生じないものとする。 

イ 所有者不明土地等の実態把握における調査範囲の変更のうち、調査の重要な部分に

関するもので、調査の程度を著しく変更するもの。 

ロ 所有者不明土地等の実態把握における調査手法の変更のうち、調査の重要な部分に

関するもので、調査の程度を著しく変更するもの。 

二 補助事業者は、次のイ又はロに定める変更をしようとする場合には、あらかじめ補助

金交付変更申請書を第５の補助金交付申請の手続に準じて提出し、国土交通大臣の承認

を受けなければならない。 

イ 軽微な変更以外の事業内容の変更 

ロ 補助金の額の変更 

 

第８ 補助金の経理及び取扱い 

一 補助事業者は、国の補助金について、当該事業者の歳入歳出予算等における科目別計

上金額を明らかにする調書を作成し、所有者不明土地等対策事業の完了後５年間保存し

なければならない。 

二 補助事業者は、「補助事業等における残存物件の取扱いについて」（昭和 34 年３月 12

日付け建設省会発第 74号）に定められている備品、材料その他の物件を購入した場合は、

台帳を作成し、当該物件の購入年月日、数量、価格等を明らかにしておかなければなら

ない。 
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第９ 書類の様式及び提出方法等 

一 所有者不明土地等対策事業に係る書類の様式は、別に定めるところによる。 

二 前号に規定する書類の提出は、国土交通大臣に対して提出するものとする。 

 

第 10 状況報告 

補助事業者は、国土交通大臣の指示があったときは、補助事業の遂行及び支出状況につ

いて、速やかに状況報告書により報告しなければならない。 

 

第 11 実績の報告等 

一 補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助事業の完了の日から起算して１か月

を経過した日又は補助事業の完了の日の属する会計年度の翌年度の４月 10 日のいずれ

か早い日までに、実績報告書を国土交通大臣に提出しなければならない。また、補助金

の交付の決定に係る国の会計年度が終了した場合も、その翌年度の４月 10 日までに、当

該実績報告書を国土交通大臣に提出しなければならない。 

二 補助事業者は、前号の場合において、やむを得ない事由によりその提出が遅延する場

合には、あらかじめ国土交通大臣の承認を受けなければならない。 

 

第 12 補助金の額の決定 

国土交通大臣は、第 11第一号の実績報告書の提出を受けた場合においては、その内容の

審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の

交付の決定の内容及びこれに付された条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合

すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

 

第 13 補助金の支払い 

一 補助金は、第 12 の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に支払うものとする。

ただし、必要があると認められる経費については、概算払いをすることができる。 

二 補助事業者は、前号の規定により補助金の支払いを受けようとするときは、支払い請求

書を国土交通大臣に提出しなければならない。 

 

第 14 指導監督 

国土交通大臣は所有者不明土地等対策事業の円滑な促進を図るため、補助事業者に対し、

必要な指示を行い、報告を求め、必要があると認めるときは実地に検査することができる。 

 

第 15 交付決定の取消等 

次の各号のいずれかに該当するときは、国土交通大臣は、補助事業者に対して、補助金

の全部若しくは一部を交付せず、その交付を停止し、又は交付した補助金の全部若しくは

一部の返還を命ずることができる。 

一 補助事業者が補助金交付の条件に違反した場合 
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二 補助事業者が補助事業に関して不正、怠慢、虚偽その他不適当な行為をした場合 

三 交付の決定後に生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必要が

なくなった場合 

四 前３号に掲げる場合のほか、補助事業者が補助金の交付の決定の内容その他法令又はこ

れに基づく国土交通大臣の処分に違反した場合 

 

第 16 運営 

補助金の交付等に関しては、次の各号に定めるところにより行わなければならない。 

一 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律及び同法施行令（昭和30年政令第255

号） 

二 国土交通省所管補助金等交付規則（昭和 33年建設省令第 16号） 

三 補助事業等における残存物件の取扱いについて（昭和 34 年３月 12 日付け建設省会発

第 74 号） 

四 その他関連通知に定めるもの 

 

附  則（令和４年３月 28 日 国不土第 102 号） 

この要綱は、令和４年４月１日から適用する。 

 

附  則（令和６年３月 28 日 国不土第 148 号） 

第１ 施行期日 

この要綱は、令和６年４月１日から適用する。 

 

第２ 経過措置 

所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和４

年法律第 38 号）の公布の日（令和４年５月９日）以前に市町村が作成した、所有者不明

土地法以外の法律又は条例に基づく計画で、所有者不明土地法第 45 条第２項各号に掲げ

る事項がおおむね記載されている計画（交付後５年以内に当該計画を変更し、対策計画

を兼ねることとしているものに限る。）については、この要綱において対策計画とみなす

ことができる。 


